
１． はじめに

秋田県では，市町村合併の進展など本格化する

地方分権に対応し，簡素で効率的な行財政システ

ムに転換を図るため，本年２月に「新

行財政改革推進プログラム」（推進期

間：H１７～H１９）を策定しました。

このプログラムでは，県全般にわた

る行財政システムの再構築を目指すも

のですが，ここでは，公共事業に関連

する主要な取り組みについて紹介致し

ます。

２． 公共事業関係の主要な
取り組み事項

公共事業関係としては，表―１に示

す取り組み目標を掲げております。

まず，入札・契約制度の改善策とし

て，契約後VE，設計・施工一括発注

方式や総合評価落札方式など，多様な

入札・契約方式を活用することとして

おります。また，公共工事の効率化と

コスト縮減の実効性を一層高めるた

め，本県独自の計画・設計仕様「秋田

スペック」の適用を拡大したり，「ユニットプラ

イス」を活用した積算方式の導入，そして公共事

業共有統合データベース構築や電子入札などをす

すめようとするものです。

表―１ 秋田県新行財政改革推進プログラム
公共事業関係の主要な取り組み目標

$入札契約制度の改善
!民間の技術力を活用した多様な入札・契約方式の推進

指標名 単位 H１７ H１８ H１９ 備考

VE方式等適用割合 ％ ５ １０ ２０ ４０百万円以上の工事

"建設工事における入札・契約の透明性・競争性の向上

指標名 単位 H１７ H１８ H１９ 備考

電子入札実施率 ％ ５ ２５ １００

%公共工事の効率化とコスト縮減の推進
!県独自の計画・設計仕様（秋田スペック）の拡充

指標名 単位 H１７ H１８ H１９ 備考

秋田スペック適用工事 ％ ２０ ３０ ５０ １０百万円以上の工事

"新たな積算手法の導入

指標名 単位 H１７ H１８ H１９ 備考

ユニットプライス型積算 ％ ３０ ６０ ９０ 県単独の舗装工事

#公共事業の IT化の推進

指標名 単位 H１７ H１８ H１９ 備考

電子納品登録率 ％ ０ ３０ ８０

自自治治体体のの取取りり組組みみ

秋田県新行財政改革プログラムにおける
公共事業関連分野の取り組みについて
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３． 具体的な取り組み
状況について

取り組みの代表事例として，「VE

方式等の活用」「CALS／EC」「秋田

スペック」「秋田県版ユニットプラ

イス」の４点について，現在の取り

組み状況などをご紹介致します。

! VE方式等多様な入札契約方

式の活用

! 試行対象工事の概要

本県では，平成１１年６月から入札

時VE，契約後VEや設計・施工一

括発注方式を試行しておりますが，

それに加えて平成１７年１月２０日に

「総合評価落札方式試行要綱」を制

定し，総合評価落札方式の試行を開

始したところです。ここでは，秋田

県として初めて当該方式を適用した

「秋田中央道路の舗装・融雪設備工

事」の事例について説明致します。

秋田中央道路は，秋田駅の東西を

結ぶ延長約２．５kmの地下自動車専

用道路で，平成１９年に開催が予定さ

れている「秋田わか杉国体」までに

供用開始することを目指して秋田県

が事業をすすめています（図―１）。

表―２ 道路舗装工事における評価項目および評価指標の設定例

１．評価項目および評価指標

!評価項目：融雪設備 総合的なコスト（『ライフサイクルコスト』）

舗 装 目的物の性能・機能

"評価指標：「融雪設備の１年間の熱源・動力源費用」および「舗装の
摩耗量」

２．標準点および加算点

!標準点：下記表の要求性能を満たす場合 標準点＝１００点

"加算点：「融雪設備の熱源・動力源費用」および「舗装の摩耗量」の
評価に応じて加算する。

３．加算点の付与及び評価

加算点!：１年間の熱源・動力源費用（基本４５０万円／年間）に対して，

３０万円単位の縮減ごとに加算点１点を付与。ただし，６点を

満点。

加算点"：摩耗量（基本０．７cm２）に対して，０．１cm２単位で減じるごと
に加算点１点を付与。ただし，４点を満点。

※加算点は，加算点!と加算点"の合計で付与する。
４．落札者の決定方法

次の評価値が最も高い者を落札者とする。

評価値＝｛（標準点）＋（加算点）｝／（入札価格）

融雪設備に対する要求性能・熱源費用

評価指標 要求性能・熱源・動力源費用

１年間の熱源・

動力源費用

想定される気象条件下においてシャーベット状

態以上※の路面融雪状態を確保できる１年間の

熱源・動力源費用が４５０万円以下であること

（シャーベット状態以上：湿潤状態，ないし乾

燥状態）。

舗装に対する要求性能

評価指標 要求性能 試験方法

摩耗量 ０．７cm２以下 舗装試験法便覧のラベリング試験（往

復チェーン型）方法（サイドチェーン

使用）

図―１ 秋田中央道路整備事業（SA２０―５０：融雪設備・舗装工事）
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" 技術提案を求める範囲

秋田中央道路では，東西の出入口と途中のラン

プ部の縦断勾配が４～８％であることから，この

区間に融雪設備を設置する必要がありました。今

回の工事では，融雪設備の設計および施工に特殊

な技術を要するほか，融雪設備の運転経費を最小

限とする技術提案を求めることとしました。

# 評価指標および評価基準

評価指標とその評価基準は，表―２のように規

定しました。なお，評価指標や評価基準について

は，「秋田中央道路技術評価検討会」の助言を得

て設定を行いました。

$ 技術提案の提出状況

現在，複数の JVから技術提案が提出されてお

り，提案内容の確認を行っているところです。な

お，工事施工後にも提案された性能の確認を行う

ことにしており，その際に提案値が確保されなか

った場合には，再施工または違約金を徴収するこ

ととしています。

% 多様な入札契約方式の取り組み方針

本年度は，総合評価落札方式等による入札を２０

件程度試行する予定としております。その際に

は，例えば工事成績評定点などを活用した簡便な

方式の導入も検討しております。また，総合評価

落札方式等の特徴と有効な活用方法について職員

の理解を深めることも重要と考え，入札契約に関

する職員研修を実施しております。

! CALS／EC

秋田県では公共事業の効率化とコスト縮減を一

層高めるためCALS／EC（公共事業の IT化）を

推進しています。平成１９年度からの本運用を目標

に，本年６月から電子入札の一部運用を開始しま

した（写真―１）。また，平成１７年度には共有統

合データベースシステム（情報共有・保管管理）

の導入を予定しています。

" 秋田スペックの拡充

! 秋田スペック（Akita Specification）とは？

秋田県における公共事業の企画・実施に当た

り，秋田県独自の創意による仕様のことで，「地

域に適合し」，かつ「地域に貢献」できる事業執

行を実現していこうとする考え方および取り組み

を総称するものです。

" 秋田スペックの適用事例

秋田スペックを適用した事例の一部をご紹介し

ます。

図―２は，都市計画決定された幅員によらず，

必要最小限の機能を満足する幅員で暫定的な都市

計画認可を得て整備を行った事例です。

このことにより，歩道幅員は現在より５０cmず

つ狭くなるものの，必要車線数の確保により交通

容量拡大の効果が早期に発現できるとともに，初

期整備コストの縮減が可能となりました。

# 秋田スペック適用拡大に向けた取り組み

これまでに提案・実施されている事例は表―３

に示す３５項目で，今後もさらに検討を重ね，適用

図―２ 計画断面と暫定整備幅員

写真―１ 公開模擬電子入札開札式
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事例の拡充を図ることとしております。また，計

画・設計段階においてインハウスの設計VEを実

施するなど，既成概念にとらわれることなく，公

共工事のあらゆる段階に秋田スペックの導入を進

め，合理的で効果的な事業執行に努めることとし

ています。

! ユニットプライス

ユニットプライス型積算方式は，市場性の反

映，積算業務の合理化などの効果が期待されると

して平成１６年度から国土交通省が試行をすすめて

います。

本県では，年間の工事発注件数，データのバラ

ツキならびに収集のしやすさ等を総合的に検討

し，舗装補修工事および舗装新設工事における試

行を念頭に昨年度からデータの収集・整理を行っ

てきました。

本県における主な特徴としては，次の３点が挙

げられます。

! ユニットプライスの公表

積算価格の透明性を確保する観点からユニット

プライスを公表する。

" 経費分を含めたユニットプライス

共通仮設費および現場管理費を含めてユニット

プライスを設定する。

# 県内８地区ごとの設定

アスファルト合材や路盤用砕石等の価格が設定

されている県内８地区ごとにユニットプライスを

設定する。

本年度は，２０件程度の舗装工事について試行的

に適用し，さらに使い勝手が良くなるよう工夫し

てゆくこととしております。

４． おわりに

急激に変化する社会情勢に対応しながら，スリ

ムで効率的な県行財政システムへの転換を図るた

めに新行財政改革推進プログラムを策定し，公共

事業関連分野においても各種の施策推進に取り組

んでいることをご紹介させていただきました。こ

のプログラムでは，知事部局の人員を現在の約

４，４００人から将来は約３，５００人規模にすることなど

も目標となっており，一層のコスト縮減ならびに

事務・事業の簡素化・効率化に真剣に取り組んで

ゆくことが求められております。

厳しい財政状況下にあって，公共投資の縮小は

避けられない状況にありますが，一方で本格的な

維持更新時代を迎え，安全で安心な暮らしを県民

に提供してゆくために，秋田ならではのさまざま

な創意工夫を凝らしながらすすめてまいりたいと

考えております。なお，本稿でご紹介した取り組

みに関する詳しい情報については，それぞれのホ

ームページをご参照下さい。

表―３ 秋田スペック適用事例

事 業 事例数 主な事例

街 路 ２
段階施工・暫定構造による整備効

果の早期発現

下水道 ４ 類似事業の整備計画見直し

道 路 １８
段階施工・暫定構造による整備効

果の早期発現

河 川 ３ 現地発生材の利用

砂 防 ６
枠内植生の見直し

排水中継井間隔拡大

建 築 １ 地域づくり活動支援

その他 １ 住民参加

合 計 ３５

（HPアドレス）

新行財政改革推進プログラム：http : //www.pref.akita.jp/kaikaku/program0207.pdf

秋田中央道路整備事業 ：http : //www.pref.akita.jp/chuodo/

秋田県の CALSの取組み ：http : //www.pref.akita.jp/kenkan/cals/index.html
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